第5章　韓国

亀山　嘉大

2006年の韓国経済は，第1四半期6.1％の高成長率から始まり，以降，5.3％，4.8％と鈍化して推移しており，第4四半期は4.0％が見込まれている（図5.1）。そのため，韓国経済の年間の成長率は5.0％と予測され（表5.1），表1.1の予測とも近い。全体的に堅調な経済成長を反映して，2006年1～11月期の失業者数は前年比で減少したが，通貨危機以前の水準と比較するとまだ高い。2007年の予測として，経済は緩やかに後退に向かうが4.4％の成長が見込まれている。

2007年の予測が低くなるのは，2003年以降続いていた顕著な輸出増を維持していくのが困難だからである。2005年11月以降，2006年を通じて，ウォン高が続いている（図5.3）。その上昇率は2003年末と2006年末の比較で23％になり（表5.2），輸出への影響が懸念される。経常収支では，2006年にサービス輸出で急成長を遂げたが，相変わらず財貨の輸出も大きく，その大部分は製造業のもので1991年以降は90％を超えている（表5.3）。機械製品のシェアは輸出額の5分の3以上を占めており，通信機器等，その他電気機器，自動車等のシェアが大きい。製造業は雇用や生産で大きな役割をはたしているが，最近10年間で雇用のシェアは減少した。しかし，実質GDPに占める比率は2003年以降急激に上昇している（表5.1）。これらのことから，機械製品に対する外需の減少によって輸出が減ると，韓国経済は失速するものと予測される。

2006年韓国の政治面は，北朝鮮による7月のミサイル（テポドン2号）発射実験や10月の核実験によって衝撃を受けた。一方で，日本との関係は首相の交代と安倍新首相の訪韓で緩和した。しかし，北朝鮮問題は国内の政局運営に影を落とした。今回の核実験は，短期的に韓国の株式市場に負の影響を与えたが，経済面で大きな影響は無かった。韓国政府は，金大中（キム・デジュン）前政権，廬武鉉（ノ･ムヒョン）政権と続けて太陽政策を執ってきた。太陽政策に対して，中国やロシアは支持しているが，日本や米国は反対しており，太陽政策による北朝鮮への資金還流が核兵器の開発に繋がったとして，日米はもちろん韓国国内で論争が起こっている。現在，六ヵ国会議の再開もあって話し合いが進められているが，具体案はなく問題の解決には繋がっていない。周知の様に，廬武鉉大統領を支持するウリ（開かれたわが）党は，2004年の選挙でかろうじて国会議席の過半数を確保したに過ぎず，その後も議席を失ってきた。2007年末には次期大統領選がある。ここに来て，廬武鉉大統領は太陽政策の堅持を打ち出しており，ウリ党は次期大統領選でさらに立場を悪くしそうである。

2006年5月，現代（自動車）グループ会長の鄭夢九（チョン・モング）氏が同グループの贈収賄疑惑で逮捕される事態に陥った。通貨危機以前，韓国政府は広範囲のセクターで工業化を支援した。その顕著な例が鉄鋼，造船，自動車である。過去の産業政策で恩恵を受けたチェボル（巨大財閥）の経営陣の贈収賄は，容易に収まるものではないようだ。通貨危機以降，産業政策の方針として，特定産業に対する支援の縮小が進むとともに，他の先進国政府と同様にイノベーションの活発化を目的とした教育や研究に対する補助が増えている。その結果，イノベーションに基づく製品開発に成功している企業もある。その例は，サムスン電子とスキャンダルにまみれた現代自動車である。サムスン電子に代表される通信機器等と現代自動車に代表される自動車等の輸出シェアは急激に拡大している。しかし，現代自動車は，鄭夢九会長を中心とした中国事業の推進によって販売台数を増やしてきたこともあり，今後のビジネス展開に影響が出ることが懸念されている。

韓国政府の金融・財政政策は2006年も保守的だった。2006年1～10月期のM1の伸びは低く，対照的にM2の伸びは高い。その結果，消費者物価指数の上昇率は2006年1～11月期で2.4％と落ち込み（表5.2，図5.3），GDPデフレータの上昇率は第3四半期で－0.3％，年間で0.0％と見込まれている。この予測は，表1.1で示したIDEの予測よりも低いが，これでもなお第4四半期に0.8％ポイントのGDPデフレータの上昇があることになる。これらの予測によると，2007年のインフレ率は低調に推移し，大きな変化を示すことは無い。その理由は，上述のように，金融・財政政策が2006年も期待通り保守的であったことにも起因している。

好調な輸出に対して，国内需要の最大項目である民間消費と総固定資本形成（ほとんどは民間総固定資本形成）は，近年，低調に推移し続けている。韓国では人口増加率の低下と急速な高齢化にもかかわらず，対GDP民間最終消費支出比率も増加傾向に転じている。ここ数年，経済成長率は，通貨危機以前と比較して相対的に低くなっているが，その伸びは人口増加よりも速く，生活水準の向上も続いている。人口増加率の低下は，日本よりも深刻化している。

現在，韓国の最大の輸出市場は中国で，2006年1～11月期で21％のシェアを誇っている（表5.4）。欧州工業国，米国，日本は韓国にとって長年にわたる最大貿易国で，1990年代後半まで総輸出の約3分の2を占めていたが，近年は下降しており，それぞれ13％，13％，8％までシェアを下げている。香港，台湾のシェアは低くなった。輸入面では，日本が17％のシェアで依然として最大のシェアを占めているが，ここでも中国が16％のシェアで台頭してきており，以下，米国が11％，欧州工業国が10％のシェアで続いている。台湾やインドネシアのシェアは低くなった。

日本の対韓国経常黒字は財貨貿易によるところが大きく，日本の対韓国輸出額は輸入額に比べて2002年から2倍以上になっている（表5.5）。この貿易の不均衡は製造業に起因しており（表5.6），その不均衡によって時々政治的緊張を招くが，経済面では特に問題視するほどのものではない。日本と韓国は2003年，二国間自由貿易協定交渉を2005年までに締結することを目標にすることで合意したが，小泉前首相の靖国神社参拝問題等の外交問題もあり，当初の予想以上に交渉は難航している。安倍新首相の誕生によって局面は変わってくると思われるが，これに関する彼の方針は定まっていない。

日韓間の金融取引は徐々に縮小している。日本から韓国への直接投資は，1995～2005年の年平均でわずか6億米ドルである。しかし，韓国から日本への直接投資はその10分の1に過ぎない。韓国にある日系多国籍企業の現地法人での従業者数は1990年代初期に比較的大きなシェアを占めていたが，1998年以降激減している（表5.7）。
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